
証券コード：3912

開催
場所

東京都品川区西五反田７丁目９番地５号 SGテラス１階 
TA Conference　セミナールーム

開催
日時

2023年3月24日（金曜日）
午前11時

（受付開始時刻　午前10時30分）

決議
事項

議　　　案　 取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）３
名選任の件

招 集 ご 通 知
定 時 株 主 総 会第22期

株式会社モバイルファクトリー

◎新型コロナウイルス感染症の拡大防止対
策について

・ご来場をお控えいただき、 書面又はイン
ターネットによる議決権の事前行使をお
願い申し上げます。

・お土産のご用意はございません。
・小規模での開催のため、ご来場いただいて

もご入場いただけない場合がございます。
・議長を含む役員一同はオンラインによる

出席とさせていただきます。
・株主総会の模様はインターネットにてラ

イブ配信をいたします。

ネットで招集のご案内
本招集ご通知の主要コンテンツをパソコン・ 
スマートフォンでも快適にご覧いただけます。
https://s.srdb.jp/3912/
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証券コード 3912
2023年３月３日

（電子提供措置の開始日 2023年２月22日）
株 主 各 位

東京都品川区東五反田五丁目22番33号
株式会社モバイルファクトリー
代 表 取 締 役 宮嶌 裕二

第22期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第22期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
・当社ウェブサイト
https://www.mobilefactory.jp/ir/ir_stock_info/ir_gene_meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
・東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

・ネットで招集
https://s.srdb.jp/3912/

なお、本株主総会につきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、適切な感染
防止策を実施の上で開催いたしますが、株主の皆様におかれましても感染拡大防止の観点から、
本株主総会につきましては、極力、書面又はインターネットにより事前の議決権行使をいただ
き、健康状態に関わらず当日のご来場をお控えいただきますようお願い申し上げます。
お手数ながら、電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、2023年３月23日

（木曜日）午後６時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
敬 具
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新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策について

・可能な限り、書面又はインターネットによる議決権の事前行使をお願いするとともに、健
康状態に関わらず、株主総会当日のご来場をお控えいただきますようお願い申し上げま
す。

・お土産のご用意はございませんので、予めご了承ください。
・小規模での開催、且つ会場内の座席の間隔を十分に確保するため、座席数を大幅に減らし
ております。当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございますので、予めご了
承ください。

・議長を含む役員一同はオンラインによる出席とさせていただきます。
・感染リスクの低減を目的として、招集ご通知に記載されている報告事項の内容について、
議場での詳細な説明は省略し、時間を短縮した議事進行とさせていただきます。

・当日の模様はインターネットにてライブ配信いたします。視聴方法は後掲の「株主総会の
ライブ配信についてのご案内」をご参照ください。

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府の発表内容等により、株主総会の開催・運営に
関して大きな変更が生じる場合には、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。

記
１.日 時 2023年３月24日（金曜日）午前11時

（なお、受付開始時間は、午前10時30分を予定しております。）
２.場 所 東京都品川区西五反田７丁目９番地５号 SGテラス１階

TA Conference セミナールーム
３.目的事項
報告事項 １．第22期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査
結果報告の件

２．第22期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類の
報告の件

決議事項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載いたします。
◎議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

◎インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効
な行使として取り扱わせていただきます。なお、インターネットによる方法で複数回議決権行使をされた場
合は、最後の行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、次のいずれかの方法により行使いただくことができます。
●書面郵送による議決権行使

当日ご出席されない場合は、議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、ご送付
ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示を
されたものとして取り扱わせていただきます。

議決権行使期限 2023年３月23日（木曜日）午後６時30分必着

●インターネットによる議決権行使
次頁をご参照の上、QRコードを読み取る「スマート行使」による方法、又は議決権行使
ウェブサイト https://www.tosyodai54.netにて、議決権行使書用紙に記載された「議
決権行使コード」及び「パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入
力ください。

議決権行使期限 2023年３月23日（木曜日）午後６時30分まで
詳細は次頁「インターネットによる議決権行使のご案内」をご覧ください。>>>

●当日ご出席による議決権行使
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、紙資源節約のため、本招集
ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

株主総会開催日時 2023年３月24日（金曜日）午前11時

お問い合わせ先について
ご不明な点は、株主名簿管理人である東京証券代行
株式会社（以下）までお問い合わせください。

(1) インターネットによる議決権行使の操作方法等
に関する専用お問い合わせ先
フリーダイヤル 0120-88-0768
（９：00～21：00）

(2) 上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先
フリーダイヤル 0120-49-7009
（平日９：00～17：00）

「ネットで招集」のご案内
本招集ご通知の主要コンテンツ
をパソコン・スマートフォンで
も快適にご覧いただけます。

以下のウェブサイト又は「QRコード」
にアクセスしてご覧ください。
https://s.srdb.jp/3912/
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使についての注意事項
※�議決権行使書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効といたします。複数回、議決権行使をされた場合
は、最後に行われたものを有効といたします。
※�議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して、通信料金及びプロバイダへの接続料金等は株主様のご負担となりますので、ご了承ください。
※�パソコンまたはスマートフォン等による議決権行使は、インターネット利用環境によっては行えない場合もございますので、ご了承ください。また、携帯電話による議
決権行使は、携帯電話の機種等によっては行えない場合もございますので、ご了承ください。

※パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は、本定時株主総会のみ有効です。次回の株主総会時は、新たに発行いたします。
※パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを弊社よりお尋ねすることはございません。
※パスワードは、一定回数以上間違えるとロックされご使用できなくなります。ロックされた場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウェブサ
イトにログインすることができます。

スマートフォンにてQRコードを読み取る方法「スマート行使」

スマートフォンにて議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って 
ください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

1

2
※�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへ
アクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※��QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使ウェブサイト

「次へすすむ」を
クリック

「ログイン」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
「登録」をクリック

議決権行使コード・パスワードを入力する方法

https://www.tosyodai54.net

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力ください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

1

2

3

4
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株主総会のライブ配信についてのご案内

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の観点から、本株主総会につきましては、ご来場を
お控えいただくようお願いしておりますが、株主総会は株主の皆様との重要な接点であると認識
しております。株主の皆様に株主総会の模様をご覧いただくために、株主総会のライブ配信を行
います。
なお、本ライブ配信は視聴のみであり、議決権行使やご質問等を行うことはできませんので、

予めご了承ください。

＜ご視聴の手続き＞
１．本ライブ配信のご視聴を希望される株主様は、登録期限までに下記の登録用URLよりアク

セスいただき、必要事項をご入力ください。
２．ご登録いただいたメールアドレス宛に視聴用のURLをお送りいたします。
３．開始時刻になりましたら、視聴用のURLにアクセスください。

（総会開始５分前より視聴可能となる予定です）

登録期限
登録用URL

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎本ライブ配信をご視聴される株主様は会社法に定める出席には当たりません。
◎本ライブ配信は視聴のみであり、議決権行使やご質問等を行うことはできません。
◎アクセスの集中等が生じた場合、ご視聴いただけない場合がございます。
◎通信機器や回線の環境等により映像や音声の乱れや切断が生じる可能性がございます。
◎ライブ配信をご視聴いただくための通信料等につきましては、株主様のご負担とさせていただきます。
◎何らかの事情により、配信を中止、又は配信方法を変更した場合には、当社ウェブサイトにてお知らせいた
します。

◎本ライブ配信の登録用URL及び視聴用URLの第三者への共有は行わないようお願いいたします。
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株主総会参考書類
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（３名）は、本総会の終結の時をもって任
期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、意見はありませんで

した。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

【ご参考 候補者一覧】
候補者
番 号 氏 名 現在の地位 出席回数／取締役会

1 再任
みや じま ゆう じ

宮 嶌 裕 二 代表取締役 13回/13回
（100％）

2 再任 社外 独立役員
なる さわ り え

成 沢 理 恵 取締役 13回/13回
（100％）

3 再任 社外 独立役員
やま ぐち しゅう

山 口 周 取締役 13回/13回
（100％）
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1
みや じま ゆう じ

宮嶌 裕二
再任

（1971年７月24日生）

■ 所有する当社の株式の数
3,947,200株

■ 取締役在任年数
22年

■ 取締役会への出席状況
13回/13回（100％）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1995年 ４月 ソフトバンク株式会社

（現ソフトバンクグループ株式会社）入社
1999年 ７月 株式会社サイバーエージェント入社
2001年10月 有限会社モバイルファクトリー設立
2003年 ４月 株式会社モバイルファクトリーに組織変更、代表取締役就任

（現任）
2018年 ７月 株式会社ビットファクトリー設立、代表取締役就任

■ 取締役候補者とした理由
同氏は、創業者として強力なリーダーシップを発揮するとともに、インター

ネット業界に関する豊富な知識や経験を有しており、当社の経営方針の決定に
おいて極めて重要な役割を果たしており、引き続き当社の企業価値向上に寄与
することが期待できるため、取締役として適任であると判断しております。
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2 なる さわ り え

成沢 理恵
再任 社外

（1976年３月４日生） 独立役員

■ 所有する当社の株式の数
－株

■ 取締役在任年数
６年

■ 取締役会への出席状況
13回/13回（100％）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1998年 ４月 株式会社エニックス

（現株式会社スクウェア・エニックス）入社
2013年 ９月 株式会社NubeeTokyo入社

エグゼクティブプロデューサー兼、プロデュース・プロモーション・海外協業・国内協業・法務部門長就任
2016年 ３月 ちゅらっぷす株式会社取締役就任
2016年 ６月 株式会社ArAtA取締役就任（現任）
2016年11月 AppBeach株式会社取締役就任

（2018年７月にちゅらっぷす株式会社に吸収合併）
2017年 ３月 当社社外取締役就任（現任）
2017年 ８月 モリカトロン株式会社取締役就任（現任）
2017年11月 ルートフォー株式会社取締役就任
2018年 ５月 Amusement Asset Associates株式会社取締役就任（現任）
2018年10月 モノビット・モリカトロンホールディングス株式会社

（現monoAI technology株式会社）取締役就任（現任）
2018年12月 RingZero株式会社取締役就任（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
同氏は、長年ゲーム会社でプロデューサーを務めるとともに、ゲーム業界で

取締役を務めるなど、経営及びゲーム業界に関する豊富な知識・経験を有して
いることから、当社の社外取締役として適任であると判断したためでありま
す。同氏には、当社のモバイルゲーム事業を中心とした各サービスの開発・運
営において、適切な助言をいただくことを期待しております。なお、同氏の当
社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって、６年となります。
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3 やま ぐち しゅう

山口 周
再任 社外

（1970年４月12日生） 独立役員

■ 所有する当社の株式の数
－株

■ 取締役在任年数
５年

■ 取締役会への出席状況
13回/13回（100％）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年 ４月 株式会社電通入社
2002年 ５月 株式会社ブーズ・アレン・ハミルトン

（現PwC Strategy&）入社
2007年 １月 株式会社ボストン・コンサルティング・グループ入社
2010年 ４月 株式会社A.T.カーニー入社
2011年 ５月 株式会社ヘイ・グループ（現コーン・フェリー・ヘイグルー

プ）入社
2015年 １月 同社シニア • クライアント • パートナー就任
2018年 ３月 当社社外取締役就任（現任）
2019年 ９月 株式会社中川政七商店社外取締役就任（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
同氏は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、長年コン

サルタントを務めるなど、経営や組織作りに関する知識や経験を有しているこ
とから、当社の社外取締役として適任であると判断したためであります。同氏
には、当社の組織体制の構築や人材開発において、適切な助言をいただくこと
を期待しております。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の
時をもって、５年となります。
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．成沢 理恵氏及び山口 周氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。成沢 理恵氏及び山口 周氏の社外取締役選任の承認をいただいた場合
には、上記契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令で定め
る額としております。

４．当社は、成沢 理恵氏及び山口 周氏を東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員として同取引
所に届け出ており、両氏の選任の承認をいただいた場合には、引き続き独立役員に指定する予定でありま
す。

５．当社の独立社外取締役を選任する際の判断基準は、東京証券取引所の定める独立性判断基準を参考として、
当社との間に利害関係がなく、一般株主と利益相反が生じるおそれのないものとしております。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、
被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生じる損害を当該保険契約において填補することとしております。各候補者は当該保険契約
の被保険者に含まれることとなります。また、次回更新時には、同内容での契約更新を予定しております。

７．所有する当社の株式の数は、2022年12月31日時点のものであります。

【ご参考】
本総会において、議案を原案どおりご承認いただいた場合の取締役会の構成及び各取締役が有する専門性と経

験・知見（スキルマトリックス）は、以下のとおりとなります。

氏名 地位 社外
専門性・経験・知見

経営・
事業戦略

マーケ
ティング 国際経験 テクノロジー 法務 財務・会計 組織人材

宮嶌 裕二 代表取締役 ● ● ● ●

成沢 理恵 取締役 ■ ● ● ● ●

山口 周 取締役 ■ ● ● ● ●

塩澤 義介 取締役
(監査等委員) ■ ● ●

伊藤 英佑 取締役
(監査等委員) ■ ● ●

行方 一正 取締役
(監査等委員) ■ ● ● ● ●

以上

2023年02月16日 14時38分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 11 ―

事 業 報 告
（2022

2022
年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

（単位：千円）
前連結会計年度

(2021年１月１日から
2021年12月31日まで)

当連結会計年度
(2022年１月１日から
2022年12月31日まで)

増減率

売上高 2,897,518 3,144,574 8.5％

EBITDA 888,630 884,762 △0.4％

営業利益 850,612 864,851 1.7％

経常利益 853,341 865,539 1.4％
親会社株主に帰属する

当期純利益 538,648 558,336 3.7％
１株当たり

当期純利益（円） 64.69 69.70 7.7％

当連結会計年度において当社グループは、ブロックチェーン事業では、自社発行予定の暗号
資産であるQYSコインの「IEO」に向けて、GMOコイン株式会社と新規暗号資産販売の検討
を開始いたしました。引き続き関係各所と協議中であります。
モバイルゲーム事業における主力サービスの位置情報連動型ゲームでは、情勢に応じた柔軟

な運営と収益の安定と強化を図るべく、ユーザーエンゲージメントを高めることに注力いたし
ました。また、新型コロナウイルス感染症の状況に改善が見られるなか、感染対策をした上で
地方創生含めた、様々な施策を実施しております。なお、新型コロナウイルス感染症による当
連結会計年度の業績への影響は限定的であります。
その他、「モバワーク」（働き方3.0）を導入した後も、生産性を維持しながらリモートワー

クを継続できることに加えて、更なる固定費削減メリットが大きいと判断し、本社をTOCビ
ルからWeWork TK 池田山へと移転いたしました。

上記の結果、当連結会計年度における売上高は前年同期比8.5％増の3,144,574千円、
EBITDAは同0.4％減の884,762千円、営業利益は同1.7％増の864,851千円、経常利益は同
1.4％増の865,539千円、親会社株主に帰属する当期純利益は同3.7％増の558,336千円とな
りました。
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なお、当社は2022年４月４日に東京証券取引所の新市場区分である「プライム市場」へ移
行いたしました。
また、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連

結会計年度の期首から適用しております。なお、詳細は連結注記表の「会計方針の変更に関す
る注記 １．収益認識に関する会計基準等の適用」に記載のとおりであります。

当社は、事業種類別のセグメントから構成されており、「モバイルゲーム事業」、「コンテン
ツ事業」、「ブロックチェーン事業」の３つを報告セグメントとして区分しております。
なお、2024年上期のQYSコインの「IEO」による経済圏の形成を目指し、ロードマップの

更新や組織再編を行っており、これに合わせてNFTの性質を鑑み、当連結会計年度の期首より
ステーションNFTの区分をモバイルゲーム事業からブロックチェーン事業へと変更しておりま
す。
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

・モバイルゲーム事業
モバイルゲーム事業では、位置情報連動型ゲームである「駅メモ！（ステーションメモリー

ズ！）」及び「アワメモ！（駅メモ！ Our Rails）」において、コロナ状況の改善を受け、感染
症の動向や社会情勢を注視しつつ、地方自治体や鉄道事業者との協業による地方創生、及び他
社IPとのコラボイベントの実施等、ゲームを継続して遊んでいただけるような施策を行いまし
た。
また、「駅奪取」においても、11周年記念施策やイベントの実施等、ゲームを継続して遊ん

でいただけるような施策を行いました。
この結果、同事業の売上高は2,775,826千円（前年同期比12.1％増）となり、セグメント

利益は964,944千円（前年同期比20.3％増）となりました。

・コンテンツ事業
コンテンツ事業では、2021年３月にプラットフォームであるキャリア各社の方針変更によ

りフィーチャーフォン向けサービスが終了、2022年12月にソフトバンク株式会社のAndroid
端末向け定額アプリ提供サービス「App Pass」が終了するなどの影響により、自社で運営し
ている各着信メロディサービスの課金会員数は緩やかに減少しております。
この結果、同事業の売上高は364,596千円（前年同期比13.0％減）となり、セグメント利

益は229,110千円（前年同期比3.3％減）となりました。
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・ブロックチェーン事業
ブロックチェーン事業では、QYSコインの「IEO」によるQYSコイン経済圏の形成を目指す

にあたり、GMOコイン株式会社と新規暗号資産販売の検討を開始いたしました。
NFT関連事業においては、NFTサービス構築支援プラットフォーム「ユニキス ガレージ」

を2022年２月にリリースし、「ユニマ」においては、自社コンテンツのNFTやアートなどの
NFTの販売を行いました。
なお、NFT関連事業においては、選択と集中を行い方針を変更しており、「ユニキス ガレー

ジ」についてはサービスの縮小、「ユニマ」についてはゲーム特化型NFTマーケットへリニュ
ーアルを予定しております。
この結果、同事業の売上高は4,151千円（前年同期比30.4％増）となり、セグメント損失は

329,203千円となりました。

（2）設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

（3）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

（4）対処すべき課題
当社グループは「わたしたちが創造するモノを通じて、世界の人々をハッピーにすること」

をミッションに掲げ、グループ全体として各種の経営施策に取り組んでおります。このミッシ
ョンに基づき、主力のモバイルゲーム事業の安定と強化を図るとともに、コンテンツ事業での
安定収益の確保、ブロックチェーン事業のQYSコイン経済圏の確立による収益化をすること
で、中長期的な企業価値の向上に努めてまいります。
そのために、当社グループが対処すべき課題は以下のとおりであります。

①サービスの安定的な稼動
当社グループは、主力サービスとしてモバイルゲーム事業の位置情報連動型ゲームの提

供をしており、ユーザーに継続して遊んでいただくためには、快適な動作環境を用意する
ことが重要と考えております。そのためには、サーバーの負荷対策などによりサービスを
快適かつ安定的に稼動させることが必要であり、急激なアクセス過多等による不具合等が
発生した場合には速やかに解決する必要があると認識しております。
このため、サービス等を安定的に稼動するための人員の確保、サーバー等のシステム機

器の拡充や更新に努めてまいります。
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②位置情報連動型ゲームの成長
当社グループは、「ステーションメモリーズ！」を中心としたモバイルゲーム事業の位置

情報連動型ゲームに注力しており、当社グループのサービスの主軸を担っております。当
該サービスを引き続き成長させるため、以下について取り組んでまいります。

イ．ユーザー数を増加させることが重要な課題であると認識しております。そのため、
WEBプロモーション、他社コンテンツとのタイアップやコラボレーション、Play
to Earnの仕組みの導入等を通じて新規ユーザーの獲得に努めてまいります。

ロ．ユーザーに長期間継続して利用いただくことが重要な課題であると認識しておりま
す。そのため、地方自治体や鉄道事業者との取り組み等の各種施策を実施すること
でサービスへの満足度及びエンゲージメントを高め、継続率の向上に努めてまいり
ます。

③新型コロナウイルス感染症への対応
新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に緩和の傾向にあるものの、再び感染状況が悪

化した場合には、経済活動の停滞や外出・移動の制限等が予想されます。特に位置情報連
動型ゲームにおいてはウィズコロナの情勢に応じた対策が重要であると認識しており、移
動を伴わない施策の実施や、コンテンツ力を活かした新たな価値の創出等、柔軟な運営に
よる持続的な成長に努めてまいります。

④サービス品質管理力の強化
当社グループは、提供するサービスについて継続的に遊んでいただけることが重要と考

えております。お客様に継続的に当社サービスをご利用いただくためには、マーケティン
グリサーチから汲み取ったお客様のニーズを実際のサービスに反映するとともに、満足し
ていただける品質で提供することが求められ、高い品質管理体制の構築が重要であると認
識しております。
このため、当社グループのコンテンツをお客様に提供するまでの全ての制作工程につい

て品質のチェックを強化するとともに、継続的に改善を行い高品質なサービスを提供でき
る仕組みの構築を追求してまいります。
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⑤ブロックチェーン事業の収益化
当社グループは、国内暗号資産取引所にて「QYSコイン」（※１）の『IEO』（※２）を

目指し、自社が発行するQYSコインで、アワメモ！ /地方創生/UGG（※３）/Web3を通
じ、次世代のエンターテインメントを創造することで、QYSコイン経済圏の確立、及びブ
ロックチェーン事業の収益化に向けて取り組んでまいります。
※１ QYS（キス）コイン：当社グループが発行予定の暗号資産
※２ Initial Exchange Offering：暗号資産取引所が審査をして自社取引所に上場させる資金調達方法
※３ Uniqys Garage Games：当社で展開予定のサービス
IEOについては、今後の暗号資産交換業者自身による販売の可否の審査を経て、暗号資産交換業者が日本暗号資産取
引業協会から販売について承認を得る必要があり、その実現を保証又は約束するものではありません

⑥ブロックチェーン事業の法制度への対応
ブロックチェーン事業を取り巻く市場環境が急速な拡大傾向をみせておりますが、一方

で関連する法制度は未整備な部分も多い状況となっております。事業としてのスピードを
考慮しつつも、関係各所への確認を行うことで法制度を遵守しリスクの回避に努めてまい
ります。

⑦開発力の強化のための人材確保
モバイル端末の高機能化、通信インフラの高速化・大容量化、コンテンツの多様化等に

より、当社グループの事業領域は今後も付加価値の高いサービスの提供が求められると考
えられます。将来にわたりお客様から支持されるには、質の高い技術開発及び運営体制の
構築が重要であると認識しております。このため、以下について注力してまいります。

イ．高い技術力を持つ優秀な人材の確保が重要であると認識しております。現在は新卒
採用を中心に行っておりますが、中途採用も適宜実施し、当社の求める人物像にあ
った人材の確保に努めてまいります。

ロ．社内の人材育成のため、能力開発が重要となります。専門職別の勉強会の開催や社
外研修への参加等、新たな技術の取得への支援により、開発者が成長を実感できる
ような体制・制度を整えてまいります。

ハ．優秀な人材の確保及び維持のために、新しい生活様式に適応した「モバワーク」
（※）の導入による遠方在住の人材の採用や福利厚生の充実、従業員への報奨等を積
極的に進めております。報奨については、人事制度において定めており、成果を挙
げた従業員への業績連動型賞与の支給や表彰を行っております。今後も会社の状況
にあった人事制度を構築・運用してまいります。

※モバワーク：リモートワークをメインとした当社独自の柔軟な働き方
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⑧情報セキュリティ強化
当社グループは、業務システムへの不正アクセス等を防止するため、多層的な防御施策

を実施し、情報セキュリティ管理体制の一層の強化を図ってまいります。

⑨コーポレートガバナンスの充実と内部管理体制の強化
当社グループは今後も更なる業容拡大を図るため、当社の成長段階に沿った内部管理体

制の強化が必要と認識しております。当社グループでは、内部統制に基づき業務プロセス
の整備を行い、業務を有効的かつ効率的に行ってまいります。また、研修や社内勉強会等
を開催し、内部統制及びコンプライアンスの強化を通じてコーポレートガバナンスの充実
に努めてまいります。

⑩生産性向上
当社グループは、今後も継続的に成長するために、「モバワーク」の推進とともに、AIや

ツールの利用等による業務の効率化や能力開発に取り組み、フルリモートワークにおける
生産性の向上に努めてまいります。

⑪プライム市場上場維持基準の適合
当社は2022年４月の東京証券取引所の市場区分の再編においてプライム市場を選択しま

したが、「流通株式時価総額」が上場維持基準を充たしておりません。
当社は、「流通株式時価総額」を基準に到達させるため、中期経営計画（2021～2025）

で定めた連結EBITDA30億円の達成、及びコーポレートガバナンスの充実に係る取り組み
による、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に取り組んでまいります。
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（5）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

区 分
2019年度
第 19 期

（2019年12月期）

2020年度
第 20 期

（2020年12月期）

2021年度
第 21 期

（2021年12月期）

2022年度
第 22 期

（当連結会計年度）
（2022年12月期）

売 上 高 3,190,351 千円 2,855,993 千円 2,897,518 千円 3,144,574 千円

経 常 利 益 1,109,412 千円 866,502 千円 853,341 千円 865,539 千円

親会社株主に帰属する当期純利益 773,452 千円 582,538 千円 538,648 千円 558,336 千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 86.53 円 68.07 円 64.69 円 69.70 円

総 資 産 3,141,305 千円 3,036,852 千円 3,304,321 千円 3,522,768 千円

純 資 産 2,528,025 千円 2,650,318 千円 2,873,128 千円 3,041,384 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 286.20 円 310.67 円 346.79 円 384.77 円

自 己 資 本 比 率 80.5 ％ 87.3 ％ 86.9 ％ 86.3 ％

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度
に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

②当社の財産及び損益の状況

区 分
2019年度
第 19 期

（2019年12月期）

2020年度
第 20 期

（2020年12月期）

2021年度
第 21 期

（2021年12月期）

2022年度
第 22 期

（当事業年度）
（2022年12月期）

売 上 高 2,487,721 千円 2,194,138 千円 2,219,078 千円 3,144,574 千円

経 常 利 益 1,105,081 千円 830,872 千円 813,591 千円 829,663 千円

当 期 純 利 益 769,522 千円 559,477 千円 492,312 千円 550,028 千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 86.09 円 65.38 円 59.13 円 68.66 円

総 資 産 2,991,996 千円 2,860,816 千円 3,076,841 千円 3,245,847 千円

純 資 産 2,497,871 千円 2,597,102 千円 2,773,576 千円 2,905,534 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 282.79 円 304.43 円 334.77 円 367.58 円

自 己 資 本 比 率 83.5 ％ 90.8 ％ 90.1 ％ 89.5 ％

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各
数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 内容

株式会社ジーワンダッシュ 10,000千円 100％ モバイルゲーム事業
株式会社ビットファクトリー 10,000千円 100％ モバイルゲーム事業、ブロックチェーン事業

③事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な事業内容（2022年12月31日現在）
当社グループは、事業種類別のセグメントから構成されており、モバイルゲーム事業、コン

テンツ事業、ブロックチェーン事業の３つからとなっております。
事業区分 主な事業内容 サービスジャンル

モバイルゲーム事業 位置情報を利用したゲームであり、コレク
ション要素も兼ね備えたゲーム 位置情報連動型ゲーム

コンテンツ事業 通信キャリアを通じて運営する着信メロデ
ィ等

着信メロディ
スタンプ＆メロディ等

ブロックチェーン事業
デジタルデータをブロックチェーン上で個
人の資産として保有可能とする、トークン
生成・販売のプラットフォーム等

マーケットプレイス等

（8）主要な営業所（2022年12月31日現在）
営業所名 所 在 地

本社 東京都品川区東五反田五丁目22番33号 TK池田山ビル２階
（注）当社は、2022年９月１日付で品川区西五反田から品川区東五反田に移転いたしました。
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（9）従業員の状況（2022年12月31日現在）
①企業集団の従業員の状況
従業員数（名） 前連結会計年度末比増減

87（17） ３名減
（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は最近1年間の平均人員を（ ）外数

で記載しています。

②当社の従業員の状況
従業員数（名） 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

87（17） ３名減 33.5歳 6.2年
（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は最近1年間の平均人員を（ ）外数

で記載しています。

（10）主要な借入先（2022年12月31日現在）
該当事項はありません。

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2022年12月31日現在）
（1）発行可能株式総数 32,560,000株

（2）発行済株式の総数 8,925,495株

（3）株主数 3,596名

（4）大株主の状況
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

宮嶌 裕二 3,947,200 株 49.96 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 329,400 4.17
CLEARSTREAM BANKING S.A.（常任代理人 香港上海銀行
東京支店 カストディ業務部） 308,002 3.90

株式会社ＳＢＩ証券 285,017 3.61

村上 貴明 184,100 2.33

楽天証券株式会社 120,600 1.53
MSCO CUSTOMER SECURITIES（常任代理人 モルガン・
スタンレーMUFG証券株式会社） 69,800 0.88
BNYM AS AGT／ CLTS US PENSION FUND GLOBAL
BUSINESS（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行） 53,600 0.68

萩谷 誠 49,000 0.62

深井 未来生 44,500 0.56
（注）１．当社は自己株式1,024,155株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。

（6）その他株式に関する重要な事項
当社は、2022年１月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読

み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得について決議し、当事業年度
中に市場取引により、379,500株の自己株式を取得いたしました。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権に関する重要な事項
新株予約権の名称 第16回新株予約権 第17回新株予約権

発行決議日 2019年７月26日 2021年４月23日

新株予約権の数 820個 2,386個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 82,000株 238,600株

新株予約権の払込価額 １個当たり200円 １個当たり500円

新株予約権の権利行使に際して出資される財産の価額 １株当たり1,369円 １株当たり1,519円

権利行使期間 2021年４月１日から
2026年12月31日まで

2022年４月１日から
2030年12月31日まで

新株予約権の行使の条件 別記１ 別記２

新株予約権の交付状況 ４名 85名

当期末日における新株予約権の数 700個 2,106個
別記１ 権利行使条件は、以下のとおりであります。

①新株予約権者は、EBITDAが下記(a)または(b)に掲げる水準を満たした場合に限り、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約
権のうち、当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として当該条件を最初に満たした期の有価証
券報告書の提出日の翌月１日から１年を経過する日までの間は、新たに行使可能となった本新株予約権の50％を限度とし、１年
を経過する日の翌日以降は当該各号において行使可能となった全てを行使することができる。
(a) 2020年12月期乃至2024年12月期の５事業年度のうち、いずれか単年度の事業年度において当社のEBITDAが16億円を超

過した場合 行使可能割合： 50％
(b) 2020年12月期乃至2025年12月期の６事業年度のうち、いずれか単年度の事業年度において当社のEBITDAが20億円を超
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過した場合 行使可能割合：100％
なお、上記におけるEBITDAの判定においては、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書における税金等調整前
当期純利益に支払利息額及び特別損失額を加算し特別利益額を減算、さらに、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された
減価償却費及びのれん償却額並びに連結財務諸表の注記に記載された株式報酬費用額を加算した額を参照するものとし、国
際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定
めるものとする。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が
生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要
する。ただし、正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該
本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

別記２ 権利行使条件は、以下のとおりであります。
①新株予約権者は、2021年12月期から2026年12月期におけるEBITDAの額が、下記(a)乃至(h)に掲げる水準を満たした場合に限
り、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を
限度として、本新株予約権を行使することができる。
(a) 16億円を超過した場合：行使可能割合 10％
(b) 18億円を超過した場合：行使可能割合 20％
(c) 20億円を超過した場合：行使可能割合 30％
(d) 22億円を超過した場合：行使可能割合 40％
(e) 24億円を超過した場合：行使可能割合 50％
( f ) 26億円を超過した場合：行使可能割合 65％
(g) 28億円を超過した場合：行使可能割合 80％
(h) 30億円を超過した場合：行使可能割合 100％
なお、上記におけるEBITDAの判定においては、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書における税金等調整前当期
純利益に支払利息額及び特別損失額を加算し特別利益額を減算、さらに、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価償却
費及びのれん償却額並びに連結財務諸表の注記に記載された株式報酬費用額を加算した額を参照するものとし、国際財務報告基
準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。
また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを
切り捨てた数とする。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要
する。ただし、正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者（以下、本号に限り「贈与者」という。）は、当社取締役会の決議による承認を得ている場合に限り、新株予約権
を任意の対象者（以下、本号に限り「受贈者」という。）に贈与することができる。ただし、受贈者が当該権利を行使するには、
次に掲げる事項を全て充足しなければならない。
(a) 受贈者の権利行使日において、贈与者が当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員であること。ただし、正当

な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。
(b) 受贈者の権利行使について、予め当社取締役会の承認を得ること。

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該
本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役の状況

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

宮嶌 裕二 代表取締役

成沢 理恵 取締役（非常勤）

株式会社ArAtA 取締役
モリカトロン株式会社 取締役
Amusement Asset Associates株式会社 取締役
monoAI technology株式会社 取締役
RingZero株式会社 取締役

山口 周 取締役（非常勤） 株式会社中川政七商店 社外取締役

塩澤 義介 取締役（常勤監査等委員） 株式会社ジーワンダッシュ 監査役
株式会社ビットファクトリー 監査役

伊藤 英佑 取締役（監査等委員）

伊藤会計事務所 代表
八面六臂株式会社 社外監査役
株式会社ライブレボリューション 社外監査役
株式会社マーケットエンタープライズ 社外監査役
株式会社アピリッツ 社外監査役
近代商事株式会社 社外監査役

行方 一正 取締役（監査等委員） 株式会社デルタ 社外取締役
第一カッター興業株式会社 社外取締役

（注）１．取締役 成沢理恵、山口周、塩澤義介、伊藤英佑、行方一正の各氏は、社外取締役であります。なお、各氏を東京証券取引所に独立役
員として届け出ております。

２．当社は、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、塩澤義介氏を常勤の監査等委員に選定しております。
３．監査等委員 塩澤義介氏は、他社において資金部長、監査役を務めるなど財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。
４．監査等委員 伊藤英佑氏は、公認会計士として財務及び会計に関して相当程度の知見並びに、企業監査に関する豊富な実績と高い見識

を有するものであります。
５．監査等委員 行方一正氏は、他社において取締役、経理部長を務めるなど財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。
６．深井未来生氏は、2022年３月24日開催の第21期定時株主総会終結のときをもって、任期満了により取締役を退任いたしました。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当

該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める額としております。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しており、当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子会社の取締役、監査役及び執行
役員であり、当社が保険料の全額を負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその地位に基づいて行った不当な行為に起因して

損害賠償請求がなされた場合に、被保険者が被る損害賠償金並びに訴訟費用等について補填さ
れます。また、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、
被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害等について
は、補填の対象外としております。

（4）取締役の報酬等の額
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を次のとおり、

決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、
報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合
していること等の確認をしており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
a．基本方針
当社の役員報酬等は、株主との価値共有を促進し説明責任を十分に果たせる客観性と透明

性を備えた上で、優秀な人材の確保・維持できる水準を勘案し当社の持続的な成長を実現す
べく、業績拡大及び中長期的な企業価値向上へのインセンティブとなる報酬体系とすること
を基本方針としております。
b．報酬等の体系
当社の役員報酬等の体系は、2021年２月19日開催の取締役会において決議した、固定報

酬の基本報酬と短期業績連動報酬の役員賞与により構成されております。その他、中長期業
績連動報酬の株式報酬について現在、検討中であります。
基本報酬は各取締役の責任、役割等に応じて決定するものとしております。役員賞与は当

該期の業績と各取締役の職位及び実績等を勘案の上で決定するものとしております。
いずれも株主総会の決議により定められた限度額の範囲内において、取締役会決議に基づ

き代表取締役が委任を受けるものとしております。
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②取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬等は、2022年３月24日開催の定時株主総会の決議による報酬限度額内（取締

役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は年額200,000千円以内、監査等委員で
ある取締役の報酬限度額は年額40,000千円以内になります。なお、取締役の報酬限度額には、
従業員兼務取締役の従業員分給与相当額は含まれておりません。）において決定しております。
当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は３名、監

査等委員である取締役の員数は３名であります。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等は、取締役会の委任決議に基づき、代

表取締役の宮嶌裕二氏が取締役個人の報酬額の具体的内容を決定しております。その権限の内
容は、取締役の個人別の基本報酬及び役員賞与の決定であります。なお、この権限を委任した
理由は、当社全体の業績を勘案しつつ各取締役について評価を行うには、代表取締役が適して
いると判断したためであります。
監査等委員である取締役の報酬等は、株主総会決議による限度額の範囲内で、監査等委員で

ある取締役の協議により決定しております。

④取締役の報酬等の総額等

区分
報酬等
の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

19,750
(6,000)

19,750
(6,000)

－
(－)

－
(－)

4名
(2名)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

9,900
(9,900)

9,900
(9,900)

－
(－)

－
(－)

3名
(3名)

監査役
（うち社外監査役）

3,300
(3,300)

3,300
(3,300)

－
(－)

－
(－)

3名
(3名)

合 計
（うち社外役員）

32,950
(19,200)

32,950
(19,200)

－
(－)

－
(－)

10名
(8名)

（注）１．取締役の報酬等の額には、従業員兼務取締役の従業員分給与相当分は含まれておりません。
２．取締役の報酬等の員数及び支給額には、2022年３月24日開催の第21期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名の員数、

及びその在任中の報酬等の額が含まれております。
３．当社は、2022年３月24日開催の第21期定時株主総会の決議により、同日付で監査等委員会設置会社へ移行しております。監査役に

対する報酬等の額は監査等委員会設置会社移行前の期間に係るものであり、取締役（監査等委員）に対する報酬等の額は監査等委員
会設置会社移行後の期間に係るものであります。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である法人等と当社との関係
・取締役 成沢理恵氏は、株式会社ArAtA、モリカトロン株式会社、Amusement Asset
Associates株式会社、monoAI technology株式会社及びRingZero株式会社の取締役
を兼職しておりますが、当該兼職先との間には特別な関係はありません。

・取締役 山口周氏は、株式会社中川政七商店の取締役を兼職しておりますが、当該兼職
先との間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員） 塩澤義介氏は、子会社である株式会社ジーワンダッシュ及び株
式会社ビットファクトリーの監査役を兼任しております。

・取締役（監査等委員） 伊藤英佑氏は、伊藤会計事務所代表、八面六臂株式会社、株式
会社ライブレボリューション、株式会社マーケットエンタープライズ、株式会社アピリ
ッツ及び近代商事株式会社の監査役を兼職しておりますが、当該兼職先との間には特別
な関係はありません。

・取締役（監査等委員） 行方一正氏は、株式会社デルタ及び第一カッター興業株式会社
の取締役を兼職しておりますが、当該兼職先との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 成沢 理恵
当事業年度に開催された取締役会全13回のうち13回に出席いたしました。会社経
営・ゲーム事業の推進に関する豊富な経験、知識に基づいた発言や経営方針等に関
する助言を行っております。

取締役 山口 周
当事業年度に開催された取締役会全13回のうち13回に出席いたしました。会社経
営・組織作りに関する豊富な経験、知識に基づいた発言や経営方針等に関する助言
を行っております。

取締役
（監査等委員） 塩澤 義介

当事業年度に開催された取締役会全13回のうち13回に出席いたしました。また、
当事業年度に開催された監査役会全４回のうち4回、監査等委員会全10回のうち
10回に出席いたしました。財務・経理・会社経営及び上場企業におけるコンプラ
イアンスやガバナンス等に関する豊富な経験と実績をもとに、審議に関して必要な
発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 伊藤 英佑

当事業年度に開催された取締役会全13回のうち13回に出席いたしました。また、
当事業年度に開催された監査役会全４回のうち4回、監査等委員会全10回のうち
10回に出席いたしました。公認会計士の専門家として財務・経理の知見を保有す
るとともに企業監査における豊富な経験、知識に基づいた助言や審議に関して必要
な発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 行方 一正

当事業年度に開催された取締役会全13回のうち13回に出席いたしました。また、
当事業年度に開催された監査役会全４回のうち4回、監査等委員会全10回のうち
10回に出席いたしました。財務・経理・会社経営等の多岐にわたる管掌部門及び
上場企業におけるコンプライアンスやガバナンス等に関する豊富な経験と実績をも
とに、審議に関して必要な発言を行っております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

監査法人アヴァンティア

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額（注） 27,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 27,500千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬を区分しておらず、実質的
にも区別できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析･評価、監査計画における監査時間・配員計画、会
計監査人の職務の遂行状況、報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報
酬額につき会社法第399条第1項の同意を行っております。

（4）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、監査等委
員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保でき
ないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
決定いたします。

（6）責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人監査法人アヴァンティアは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としておりま

す。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（1）業務の適正を確保するための体制

当社グループが、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」
について取締役会において決議した概要は以下のとおりであります。
①当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
当社は、当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款に適合する職務を遂行するため

に、「企業倫理規程」を始めとする社内における行動規範を制定し、法令遵守はもちろんの
こと、社内におけるコンプライアンスに対する意識の向上に努めております。
また、当社の管理担当執行役員が中心となって業務分掌規程上「コンプライアンス管理」

を管掌する部門とともに研修及びマニュアルの作成・公開を行うことにより、当社グループ
の役職員に対しコンプライアンスの知識の向上にも努めております。
さらに、当社の監査等委員による当社グループの取締役の業務執行の監視に加え、当社の

内部監査人が内部監査規程に基づき、当社グループのコンプライアンス体制の調査、使用人
の職務の遂行に関する状況の把握・監査等を定期的に行い、当社の代表取締役及び取締役会
に報告しております。

②当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
当社グループの取締役の職務の執行に係る情報は、「文書管理規程」に基づき作成、保存、

管理しております。また、法令や社内規程の定めるところに従い、定められた期間適切に保
存するとともに、当社の監査等委員及び会計監査人等が閲覧・謄写可能な状態としておりま
す。

③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社の代表取締役は、当社グループにおけるリスク管理に関する統括責任者に当社の管理

担当執行役員を任命しております。
当社の管理担当執行役員は、「リスク管理規程」に基づき、業務分掌規程上「リスク管理」

を管掌する部門とともに、リスク管理体制の構築・運用及び各部門間の連携強化などリスク
管理を統括的に推進しております。
当社グループの各部門においては、内在するリスクの識別・分析・評価を行い、部門とし

てのリスク管理を実施するとともに、当社の管理担当執行役員を通じて取締役会及び監査等
委員会に報告しております。
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当社の取締役会は、リスク管理組織として業績に大きな影響を与えるリスクに対して、発
生時の損失を最小限に留めるため、必要な対応方針を予め検討しております。
また、当社の内部監査人は、当社グループの各部門のリスク管理状況を監査し、当社の代

表取締役及び取締役会に報告しております。

④当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、当社グループの取締役の職務の執行を効率的に行うため、取締役会を毎月１回定

時に開催する他、適宜臨時に開催しております。
また、当社グループの事業計画を定めるとともに当社グループの取締役間で共有し、当社

グループとして達成するべき業績目標及び評価方法を明確化することで、当該目標の達成に
向けて各部門とともに効率的な達成方法を定めております。なお、計画に対する進捗は定時
の取締役会にて報告・検証・分析され、全社的な業務効率の向上を図っております。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、当社グループの業務の適正性を確保し、グループの戦略的経営を推進するため、

当社の取締役、執行役員及び子会社の代表取締役、並びに前述の者が出席を求めた役職員を
構成員とする会議を毎月１回定時に開催する他、適宜臨時に開催します。
また、当社グループ間の取引については、一般的な取引条件を勘案し、稟議決裁により決

定します。
さらに、当社は、当社グループに損失の危機が発生し、担当の部署がこれを把握した場合

には、直ちに発見された損失の危険の内容、損失の程度及び当社グループに及ぼす影響等に
ついて、当社の取締役会及び担当部署に報告する体制を確保し、これを推進します。
なお、当社グループは、当社の定める内部通報規程に従います。

⑥当社の監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項並びに当該使用人の当社グループの取締役からの独立性に関する事項
当社の監査等委員が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な人員を配置

できるものとします。
当社の監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、

当社グループの取締役等の指揮命令を受けないものとします。また、当該使用人の人事異動
に関しては、当社の監査等委員の同意を得た上で決定するものとします。以上の体制により
使用人の取締役からの独立性を確保します。
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⑦当社グループの取締役及び使用人が当社の監査等委員に報告をするための体制その他監査等
委員への報告に関する体制
当社グループの取締役及び使用人は、当社グループに重大な損失を与える事項を発生させ

るとき、発生するおそれがあるとき、当社グループの取締役による違法又は不正な行為を発
見したとき、その他当社の監査等委員会へ報告すべきと認めた事項が生じたときは、速やか
に当社の監査等委員に報告することとしております。
また、当社の定める内部通報規程において、当社の監査等委員への内部通報に際し、当社

グループの取締役及び使用人が不利な扱いを受けない旨を規定・施行しております。
当社の監査等委員は、重要な意思決定の状況を把握するため、当社グループの取締役会等

の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を閲覧し、取締役及び
使用人に報告を求めることができるものとしております。

⑧当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社の監査等委員が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を効率的かつ効果的に把

握できるようにするため、当社の監査等委員はいつでも当社グループの取締役及び使用人に
対して報告を求めることができ、当社グループの取締役は当社グループ内の重要な会議への
当社の監査等委員の出席を拒めないものとしております。
当社の代表取締役は、当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するため

に、取締役会の開催前に監査等委員に対し開催日程を通知し、適切な意思疎通及び効果的な
監査業務の遂行を図っております。
当社グループの取締役は、監査制度に対する理解を深め、当社グループの社内環境を整備

して監査制度がより効率的に機能するように図っております。
当社は、当社の監査等委員がその職務の執行において、当社に対し費用を請求した際に

は、担当部門において審議の上、当該請求に係る費用が当該監査等委員の職務の執行に必要
でないことを証明した場合を除き、当該請求を速やかに処理します。
なお、当社の監査等委員は当社の内部監査人と緊密に連携し、定期的に情報交換を行うも

のとし、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士との意見交換等を実施するものとしておりま
す。

⑨当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、当社グループの財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報

告書の有効かつ適切な提出のため、「内部統制規程」に基づいて、毎年「財務報告に係る内
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部統制基本計画書」を制定し、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組
みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行います。

⑩当社グループの反社会的勢力の排除に向けた体制
当社は、当社グループに属する企業の社会的責任及び企業防衛の観点から「反社会的勢力

対応規程」及び「反社会的勢力の排除に係る信用調査実施ガイドライン」を定め、社会の秩
序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、さらに反社会的勢力
及び団体からの要求を断固拒否し、これらと係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取
引も行わないこととしております。
整備状況に関しては、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会等の外部機関から企業

防衛に関する必要な情報収集を行い、役職員への啓蒙活動に取り組むとともに、不当な要求
等、反社会的勢力からの介入を受けた場合には、適宜に警察・顧問弁護士等を含め外部機関
と連携して組織的に対処してまいります。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当連結会計年度における、当社グループの業務の適正を確保するための体制の運用状況の概

要は以下のとおりであります。
①コンプライアンス

「企業倫理規程」を始めとする社内における行動規範を制定し、法令遵守はもちろんのこ
と、社内におけるコンプライアンスに対する意識の向上に努めております。また、全社員に
対してコンプライアンス意識の浸透を図るための研修を継続実施しております。

②リスク管理
「リスク管理規程」に基づき、半期に一度の社内リスクの洗い出し、各リスクに対する対

策方針を整理し、取締役会へ報告しております。また、「危機管理規程」に基づき緊急時の
対応を社内に周知しております。

③内部統制
内部監査人による内部監査及び内部統制に関する監査を通して、内部統制システムの整

備、運用状況の評価、改善を行っており、当該取組み状況は取締役会において報告しており
ます。また、当期におきましては、開示すべき重要な不備は発見されておりません。
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④取締役（監査等委員である取締役を除く。）
取締役は、原則月１回以上の取締役会を開催し、法令又は定款の定められた事項、及び経

営上の重要な事項の決議を行っております。取締役会においては、取締役の職務執行の監督
を行っております。また、２名を選任している社外取締役は、取締役会の監督機能を強化す
るとともに、経営やゲーム業界のサービス運営等に関する助言・発言をしております。

⑤取締役（監査等委員）
監査等委員は、取締役会への出席、常勤監査等委員による重要な会議への出席、及び取締

役、使用人のヒアリング等に基づき内部統制の整備運用状況を確認し、より健全な運用を行
うための助言を行っております。また、監査等委員は、会計監査人及び内部監査人と密に情
報交換を行う体制を構築し、監査の実効性を確保しております。

⑥反社会的勢力排除
「反社会的勢力の排除に係る信用調査実施ガイドライン」に基づき、新規取引先との契約

の前にはチェックを行っております。また、継続運用として主要取引先につきましても、同
様のチェックを行う体制を構築しております。

7. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識するとともに、持続的な成長に必要

な経営体質の強化及び設備投資等を行うことも経営上重要と捉えております。そのため、持続
的な成長のための内部留保と株主に対する利益還元をバランスよく実施していくことを考えて
おります。
以上から、業績・財政状態及び株価水準等を総合的に勘案しながら、株主に対する充実した

利益還元を実施するために、総還元性向30％を目標として配当及び自己株式の取得を行う予
定であります。
なお、2022年12月期におきましては、当社グループ株主還元方針に則り、業績・財政状態

及び株価水準等を総合的に勘案し、総還元性向30％を上回る自己株式の取得を行うこととい
たしました。これに伴い、配当につきましては、無配とすることに決定いたしました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額

流 動 資 産 3,326,404 流 動 負 債 481,383
現 金 及 び 預 金 2,784,879 買 掛 金 12,040
売 掛 金 487,994 未 払 金 189,558
商 品 0 未 払 法 人 税 等 141,992
貯 蔵 品 1,304 未 払 消 費 税 等 46,037
前 払 費 用 43,171 前 受 金 51,782
そ の 他 9,156 賞 与 引 当 金 36,258
貸 倒 引 当 金 △101 そ の 他 3,713

固 定 資 産 196,363 負 債 合 計 481,383
有 形 固 定 資 産 281 純 資 産 の 部 金 額
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,750 株 主 資 本 3,041,480
減 価 償 却 累 計 額 △2,469 資 本 金 504,757
工具、器具及び備品(純額) 281 資 本 剰 余 金 280,257

無 形 固 定 資 産 1,981 利 益 剰 余 金 3,472,618
ソ フ ト ウ エ ア 1,981 自 己 株 式 △1,216,152
投 資 そ の 他 の 資 産 194,100 その他の包括利益累計額 △1,288
投 資 有 価 証 券 110,987 その他有価証券評価差額金 △1,288
繰 延 税 金 資 産 57,072 新 株 予 約 権 1,193
敷 金 及 び 保 証 金 26,040 純 資 産 合 計 3,041,384

資 産 合 計 3,522,768 負 債・純資産合計 3,522,768
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（2022

2022
年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 3,144,574
売 上 原 価 1,597,864
売 上 総 利 益 1,546,710

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 681,858
営 業 利 益 864,851

営 業 外 収 益
受 取 利 息 3
物 品 売 却 益 1,547
助 成 金 収 入 556
そ の 他 265 2,373

営 業 外 費 用
自 己 株 式 取 得 費 用 785
暗 号 資 産 評 価 損 900 1,685
経 常 利 益 865,539

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 164 164

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,628
減 損 損 失 47,343
本 社 移 転 関 連 費 7,388 56,360
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 809,343
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 257,857
法 人 税 等 調 整 額 △6,850 251,007
当 期 純 利 益 558,336
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 558,336

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2022

2022
年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

(単位：千円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当期首残高 504,757 280,257 2,914,282 △824,168 2,875,127
当期変動額
親会社株主に帰属
する当期純利益 558,336 558,336

自己株式の取得 △391,983 △391,983
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 558,336 △391,983 166,352
当期末残高 504,757 280,257 3,472,618 △1,216,152 3,041,480

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産

合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 △3,356 △3,356 1,357 2,873,128
当期変動額
親会社株主に帰属
する当期純利益 558,336

自己株式の取得 △391,983
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 2,067 2,067 △164 1,903

当期変動額合計 2,067 2,067 △164 168,256
当期末残高 △1,288 △1,288 1,193 3,041,384
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(１)連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社ジーワンダッシュ

株式会社ビットファクトリー

(２)非連結子会社の数及び名称
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第
２条第２項により有価証券とみなされるもの）
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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②棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品

貯蔵品

個別法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

総平均法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③暗号資産の評価基準及び評価方法
暗号資産 活発な市場が存在するもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
（売却原価は移動平均法により算定）

活発な市場が存在しないもの
移動平均法による原価法（期末処分見込価額が取得原価を下回る場合は、
当該処分見込価額）を採用しております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却方法
①有形固定資産 定率法を採用しております。

但し、2016年４月１日以後取得した建物附属設備については、定額法を
採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 10年～15年
工具、器具及び備品 ４年～10年

②無形固定資産 定額法を採用しております。
主な自社利用のソフトウエア及びコンテンツについては、収益性を考慮し
た見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

(３)重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しております。
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(４)重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準は、以下のとおりです。なお、約束した対価の金額
は、概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

区分 対象セグメント 主な収益認識時点

アイテム課金 モバイルゲーム事業 ゲーム内通貨を消費して、ゲーム内アイテムを取得
した時点

利用料
モバイルゲーム事業
コンテンツ事業
ブロックチェーン事業

利用期間に応じた一定期間

商品（NFT）販売 ブロックチェーン事業 商品（NFT）の引き渡し時点

会計方針の変更に関する注記
１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
これによる、本人・代理人区分の観点から子会社を含めた個別単体の個社ごとに収益を認識する主体に

変更はあるものの、当社グループの主な収益認識時点は従来より変更がなく、連結計算書類に与える影響
は軽微であります。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当
連結会計年度の期首の個別単体の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており
ますが、連結上は相殺消去されるため、当該期首残高に与える影響はありません。
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２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
これによる、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
ソフトウエアの減損
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 47,343千円
ソフトウエア 1,981千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(１)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社グループの当連結会計年度の連結貸借対照表に計上されているソフトウエアは、主に自社利用サー
ビスに係るものを資産計上したものであります。資産のグルーピングは、概ね独立したキャッシュ・イ
ン・フローを生み出す最小の資金生成単位で行っており、主にゲームタイトルを資金生成単位としており
ます。
減損の兆候を識別した場合には、取締役会で承認された事業計画を基礎に算定された割引前将来キャッ

シュ・フローと帳簿価額を比較して減損損失の認識の要否を判定し、減損損失を認識すべきであると判定
されたものについては、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。な
お、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値
として算定しております。

(２)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、売上高及び営業利益であります。この

仮定は、過去の実績を元に、ユーザーの獲得や課金による収益の影響を保守的に見積り反映しておりま
す。

(３)当連結会計年度の翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は見積りの不確実性があり、見積りに用い

た仮定の見直しが必要になった場合は、翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。
なお、割引前将来キャッシュ・フローにおける新型コロナウイルス感染症の影響は限定的と判断しており
ます。
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症に関しましては、当連結会計年度において当社の事業活動に重要な影響を与えて

いないことなどを踏まえ、当社の事業活動に与える影響は軽微であると仮定して、固定資産の減損や繰延税金
資産の回収可能性の評価等の会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡
大による影響は不確実性が大きく、継続して当社の財政状態、経営成績への影響を注視する必要があるものと
考えております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 8,925,495 － － 8,925,495

２．自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 644,576 379,579 － 1,024,155

(変動事由の概要）
自己株式の取得による増加 379,500株
単元未満株式の買取請求による増加 79株

３．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類と数
第16回新株予約権普通株式 70,000株
第17回新株予約権普通株式 210,600株

４．配当に関する事項
(１) 配当金支払額

無配のため、記載すべき事項はありません。

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
無配のため、記載すべき事項はありません。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(１) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については安全性、流動性を重視し
た金融資産を購入しております。また、資金調達については借入れによる資金の調達は行っておりませ
ん。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(２) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては当社の与信管

理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把
握する体制としております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及び投資事業有限責任組合への出資であり、定期的

に発行体の財務状況等を把握しております。
敷金及び保証金は、本社オフィスの敷金及び未消費ゲーム内通貨に係る資金決済法の供託金に伴う保証

金であり、差入先の信用リスクに晒されておりますが、差入先の状況を定期的にモニタリングし、回収懸
念の早期把握に努めております。
営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日

であります。

(３) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い営業債権について、取引開始時における与信調査、回収状
況の継続的なモニタリング、与信限度額の見直し等を実施しております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、財務担当部署において短期の資金繰り表を作成し、流動性リスクを管理してお

ります。

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

(１) 投資有価証券 48,026 48,026 －

(２) 敷金及び保証金 26,040 26,003 △36

資産計 74,066 74,030 △36
（注）１．「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「未払消費税等」について

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。
２．以下の金融商品は、「（１）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は、以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 10,460

投資事業有限責任組合（※） 52,500
（※）投資事業有限責任組合への出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第31号 2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 48,026 － － 48,026

資産計 48,026 － － 48,026

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 26,003 － 26,003

資産計 － 26,003 － 26,003

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金
これらの時価の算定は、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを返還予定時期に対応する国債

の利回りで割引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計モバイルゲーム
事業

コンテンツ
事業

ブロック
チェーン事業

売上高

アイテム課金 2,656,852 － － 2,656,852

利用料 113,013 364,596 － 477,609

商品（NFT）販売 － － 3,432 3,432

その他 5,960 － 719 6,679

顧客との契約から
生じる収益 2,775,826 364,596 4,151 3,144,574

外部顧客への売上高 2,775,826 364,596 4,151 3,144,574

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関する事項(４) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載の
とおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(１) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
金額

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 373,317
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 487,994
契約負債（期首残高） 44,376
契約負債（期末残高） 51,782
契約負債はユーザーからの課金に係る前受金等であります。当連結会計年度において認識した収益のう

ち、期首現在の前受金残高に含まれていたものの額に重要性はありません。
また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収

益の額に重要性はありません。
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(２) 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて、個別の契約が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残

存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
(１) １株当たり純資産額 384円77銭
(２) １株当たり当期純利益 69円70銭

重要な後発事象に関する注記
自己株式の取得
当社は、2023年１月27日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議いたしました。

１. 自己株式の取得を行う理由
2018年１月19日に開示いたしました「株主還元方針の変更に関するお知らせ」のとおり、総還元性向

30％を目標として業績、財政状態及び株価水準等を総合的に勘案しながら、株主に対する充実した利益還
元を実施するために、自己株式の取得を行うことといたしました。

２. 取得に係る事項の内容
(1) 取得対象株式の種類

当社普通株式
(2) 取得し得る株式の総数

200,000株（上限）(※)
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：2.5％）

(3) 株式の取得価額の総額
200,000,000円（上限）(※)

(4) 取得期間
2023年２月１日から2023年６月30日まで

(5) 取得方法
東京証券取引所における市場買付け

(※) 上記(2)及び(3)は、それぞれ上限を定めたものであり、この実現を保証するものではありません。
株式市場の動向によっては、一部又は全部の取得が行われない可能性があります。
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貸 借 対 照 表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額

流 動 資 産 3,056,699 流 動 負 債 340,312
現 金 及 び 預 金 2,426,781 買 掛 金 12,040
売 掛 金 577,203 未 払 金 91,981
貯 蔵 品 1,304 未 払 費 用 262
前 払 費 用 43,149 未 払 法 人 税 等 117,817
そ の 他 8,362 未 払 消 費 税 等 31,438
貸 倒 引 当 金 △101 前 受 金 47,109

固 定 資 産 189,147 預 り 金 3,404
有 形 固 定 資 産 281 賞 与 引 当 金 36,258
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,750 負 債 合 計 340,312
減 価 償 却 累 計 額 △2,469 純 資 産 の 部 金 額
工具、器具及び備品(純額) 281 株 主 資 本 2,905,630

無 形 固 定 資 産 1,981 資 本 金 504,757
ソ フ ト ウ エ ア 1,981 資 本 剰 余 金 280,257
投 資 そ の 他 の 資 産 186,884 資 本 準 備 金 280,257
投 資 有 価 証 券 110,987 利 益 剰 余 金 3,336,768
関 係 会 社 株 式 20,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,336,768
繰 延 税 金 資 産 54,857 繰 越 利 益 剰 余 金 3,336,768
敷 金 及 び 保 証 金 1,040 自 己 株 式 △1,216,152

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1,288
その他有価証券評価差額金 △1,288
新 株 予 約 権 1,193

純 資 産 合 計 2,905,534
資 産 合 計 3,245,847 負 債・純資産合計 3,245,847

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2022

2022
年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 3,144,574
売 上 原 価 1,590,267
売 上 総 利 益 1,554,307

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 725,904
営 業 利 益 828,402

営 業 外 収 益
受 取 利 息 199
物 品 売 却 益 1,547
助 成 金 収 入 556
そ の 他 265 2,570

営 業 外 費 用
自 己 株 式 取 得 費 用 785
暗 号 資 産 評 価 損 523 1,308
経 常 利 益 829,663

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 164 164

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,628
減 損 損 失 27,189
本 社 移 転 関 連 費 7,388 36,206
税 引 前 当 期 純 利 益 793,621
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 227,590
法 人 税 等 調 整 額 16,002 243,592
当 期 純 利 益 550,028

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2022

2022
年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当 事 業 年 度 期 首 残 高 504,757 280,257 280,257 2,814,730 2,814,730 △824,168 2,775,575

会計方針の変更による累積的影響額 △27,989 △27,989 △27,989

会計方針の変更を反映した当期首残高 504,757 280,257 280,257 2,786,740 2,786,740 △824,168 2,747,586

事 業 年 度 中 の 変 動 額
当 期 純 利 益 550,028 550,028 550,028

自 己 株 式 の 取 得 △391,983 △391,983

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)
事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 550,028 550,028 △391,983 158,044

当 事 業 年 度 末 残 高 504,757 280,257 280,257 3,336,768 3,336,768 △1,216,152 2,905,630

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当 事 業 年 度 期 首 残 高 △3,356 △3,356 1,357 2,773,576

会計方針の変更による累積的影響額 △27,989

会計方針の変更を反映した当期首残高 △3,356 △3,356 1,357 2,745,586

事 業 年 度 中 の 変 動 額
当 期 純 利 益 550,028

自 己 株 式 の 取 得 △391,983

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 2,067 2,067 △164 1,903

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 2,067 2,067 △164 159,948

当 事 業 年 度 末 残 高 △1,288 △1,288 1,193 2,905,534
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針
１．資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

その他有価証券

移動平均法による原価法を採用しております。

市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均
法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引
法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を
基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 総平均法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

③暗号資産の評価基準及び評価方法
暗号資産 活発な市場が存在するもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
（売却原価は移動平均法により算定）

活発な市場が存在しないもの
移動平均法による原価法（期末処分見込価額が取得原価を下回る場合
は、当該処分見込価額）を採用しております。
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２．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定率法を採用しております。

但し、2016年４月１日以後取得した建物附属設備については、定額法を採用
しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 10年～15年
工具、器具及び備品 ４年～10年

②無形固定資産 定額法を採用しております。
主な自社利用のソフトウエア及びコンテンツについては、収益性を考慮した見
込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

②賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合
う分を計上しております。
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４．重要な収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準は、以下のとおりです。なお、約束した対価の金額
は、概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

区分 対象セグメント 主な収益認識時点

アイテム課金 モバイルゲーム事業 ゲーム内通貨を消費して、ゲーム内アイテムを取得
した時点

利用料
モバイルゲーム事業
コンテンツ事業
ブロックチェーン事業

利用期間に応じた一定期間

商品（NFT）販売 ブロックチェーン事業 商品（NFT）の引き渡し時点

会計方針の変更に関する注記
１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
これによる、本人・代理人区分の観点から子会社を含めた個別単体の個社ごとに収益を認識する主体に

変更はあるものの、当社の主な収益認識時点は従来より変更がなく、計算書類に与える影響は軽微であり
ます。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業
年度の期首の個別単体の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。こ
の結果、株主資本等変動計算書の利益剰余金の期首残高は27,989千円減少しております。
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２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基
準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
これによる、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
ソフトウエアの減損
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 27,189千円
ソフトウエア 1,981千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表の「会計上の見積りに関する注記 ２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関

する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症に関しましては、当事業年度において当社の事業活動に重要な影響を与えていな

いことなどを踏まえ、当社の事業活動に与える影響は軽微であると仮定して、固定資産の減損や繰延税金資産
の回収可能性の評価等の会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大に
よる影響は不確実性が大きく、継続して当社の財政状態、経営成績への影響を注視する必要があるものと考え
ております。

貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 447,503千円
短期金銭債務 46,744千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高の総額

営業取引（支出分） 45,275千円
営業取引以外の取引（収入分） 199千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,024,155株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 11,102千円
貸倒損失 83千円
未払事業税 6,662千円
減価償却費 33,922千円
一括償却資産 944千円
その他有価証券評価差額金 568千円
その他 1,573千円

繰延税金資産 小計 54,857千円
評価性引当額 －千円

繰延税金資産 合計 54,857千円
繰延税金負債
繰延税金負債 合計 －千円
繰延税金資産 純額 54,857千円

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）４．重要な収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社
ジーワンダッシュ

所有
直接 100.0％

サービス配信の
委託（注） 手数料 37,609 売掛金 428,690

上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）サービス配信の委託条件は、市場の実勢価格等を勘案し価格を決定しております。
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１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 367円58銭
（2）１株当たり当期純利益 68円66銭

重要な後発事象に関する注記
自己株式の取得
当社は、2023年１月27日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議いたしました。

１. 自己株式の取得を行う理由
2018年１月19日に開示いたしました「株主還元方針の変更に関するお知らせ」のとおり、総還元性向

30％を目標として業績、財政状態及び株価水準等を総合的に勘案しながら、株主に対する充実した利益還
元を実施するために、自己株式の取得を行うことといたしました。

２. 取得に係る事項の内容
(1) 取得対象株式の種類

当社普通株式
(2) 取得し得る株式の総数

200,000株（上限）(※)
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：2.5％）

(3) 株式の取得価額の総額
200,000,000円（上限）(※)

(4) 取得期間
2023年２月１日から2023年６月30日まで

(5) 取得方法
東京証券取引所における市場買付け

(※) 上記(2)及び(3)は、それぞれ上限を定めたものであり、この実現を保証するものではありません。
株式市場の動向によっては、一部又は全部の取得が行われない可能性があります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年２月15日

株式会社モバイルファクトリー
取締役会 御中

監査法人アヴァンティア
東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 村 直 人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 田 武 史

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社モバイルファクトリーの2022年１月１

日から2022年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社モバイルファクトリー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は、2023年１月27日開催

の取締役会において、自己株式の取得に係る事項について決議している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年２月15日

株式会社モバイルファクトリー
取締役会 御中

監査法人アヴァンティア
東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 村 直 人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 田 武 史

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社モバイルファクトリーの2022年

１月１日から2022年12月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

強調事項
個別注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は、2023年１月27日開催

の取締役会において、自己株式の取得に係る事項について決議している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、２０２２年１月１日から２０２２年１２月３１日までの第２２期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。な
お、監査等委員会設置会社移行前の期間（２０２２年１月１日から２０２２年３月２３日）については、旧
監査役会の監査の引継ぎを受けております。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主に本社において業務及び財
産の状況を調査しました。また、子会社について、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月15日
株式会社モバイルファクトリー 監査等委員会

常勤監査等委員 塩 澤 義 介 ㊞
監査等委員 伊 藤 英 佑 ㊞
監査等委員 行 方 一 正 ㊞

（注）監査等委員塩澤義介、伊藤英佑及び行方一正は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

以上
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